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労務管理の基本
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労務トラブルの実態
労務トラブルの件数は、増加傾向にあり、2008年度以降、15年連続で年間100万件を超えています。

厚生労働省「令和4年度個別労働紛争解決制度の施行状況」より
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労務トラブルの原因
労務トラブルには、労働時間・休日・休暇、賃金、労災・メンタルヘルスなどの様々な内容がありますが、
主な原因としては認識のギャップにあるようです。労働者側から見えるものと使用者側から見えるものに
は違いがあります。
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各種規程の整備
近年の特徴として、職員から説明を求められた場合に、論理的な説明ができるように就業規則などの規程
を整備する、という傾向もあります。

インターネットなどでもサンプルを取得できますが、副業を許可制にするなど、実態にあわせた規程作成
を行うことを推奨します。

労働関係諸法令は毎年のように改正があるため、就業規則も都度見直しが必要となります。
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事例1.残業が15分単位なのはおかしいと苦情が出た

■端数処理は1か月分を1分単位で集計した後に行う
1か月における時間外労働、休日労働及び深夜業の各々の時間数の合計に1時間未満の端数がある場合に
30分未満を切り捨て、それ以上を1時間に切り上げること

■積み重なれば多額になる
2020年4月以後、賃金債権の時効が2年から5年（当分の間は3年）に延長された

■残業許可制の導入を検討する
事前許可→報告 ※運用しているという実績が重要

【規定例】
第00条（残業の事前申請及び事後報告）

１ 所定外労働および休日労働は原則として所属長の指示による。ただし、従業員が業務の遂行上必要と判断した場合において、
事前に所属長に申請をして許可を得たときは、所定時間外および休日に勤務することが出来る。

この場合において、事前に許可を得ることができないときは、事後直ちに届け出てその承認を得なければならない。

２ 前項の指示または許可もしくは承認を受けて所定時間外、および休日に勤務した社員は、所定の様式により、勤務内容を報告
しなければならない。
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事例2.いじめをする従業員がいて新人がどんどん辞めていく

■客観的な証拠を集める
  言動を客観的事実として記録しておく

■調査した事実を元に、本人の自覚を促す

【規定例】

パワ―ハラスメント禁止規定

パワハラについては、就業規則に記載した上で、別途「パワハラ防止規程」を作成するケースが多い
第00条（パワーハラスメントの禁止）

従業員は、会社関係者（従業員、その他の雇用関係下にある者の他、派遣や委託等により就労する者、取引先関係者を含む。以
下、「関係者」という）に対して、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる次のよう
な行為を行ってはならない。

（１）身体的な攻撃（暴行・傷害）

（２）精神的な攻撃（脅迫・暴言等）

（３）人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）

（４）過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害）

（５）過小な要求（業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと）

（６）個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）
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事例3.従業員が突然来なくなった

■連絡を取ろうと試みた記録を残しておく
✓ 同僚から連絡をとってみる

✓ 自宅へ出向き様子を伺う

✓ 身元保証人に連絡

✓ 警察（＃9110）に相談

【規定例】

連絡が取れない場合、自動退職となる旨を規定
第00条（退 職）

従業員が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その日を退職の日とし、従業員としての資格を失う。

1.死亡したとき

2.行方不明などにより2週間以上就業しないとき

3.定年に達したとき

4.期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき

5.第00条に定める休職期間が満了しても復職できないとき

6.本人の都合により退職を願い出て会社の承認があったとき、または退職願提出後、2か月を経過したとき
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事例3.従業員が突然来なくなった

■具体的な対応の例
 無断欠勤初日～２日目（連絡がつかなければ３日目以降も続ける）

・電話連絡（可能であれば留守番電話を残す）

・既読機能のあるツールでの連絡（LINE等）

・連絡先が分かれば親族等にも連絡

・内容は安否確認のニュアンスを徹底する

 ２～３日目

・自宅訪問、留守の場合は書面（安否確認、会社への連絡の依頼）を投函

・趣旨は安否確認

 ４日目

・郵送にて安否確認、会社への連絡及び出社の依頼の書面を送付

 10～13日目

・雇用契約の終了を検討

 14日目

・解雇予告通知書の送付
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事例4.遅刻を繰り返す従業員がいる

■その都度注意指導
指導書・報告書・始末書などを準備しておく

■懲戒規定を実際に周知・運用しているかが重要

【規定例】

懲戒の規定には、段階的に規定しておく

第00条（譴 責）

(00) 正当な理由なく遅刻、早退または欠勤をしたとき。

第00条（減給、出勤停止）

(00) 正当な理由なく遅刻、早退または欠勤をした場合において、当該日以前1年の間に連続・断続を問わず、2回以上の同様の
遅刻、早退または欠勤があるとき。

第00条（諭旨解雇、懲戒解雇）

(00) 正当な理由なく遅刻、早退または欠勤をした場合において、当該日以前1年の間に連続・断続を問わず、5回以上の同様の
遅刻、早退または欠勤があるとき。
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事例5.退職金の金額について苦情が出た

■退職金の規定方法自体は自由
✓ 規定を作ったら、労使ともにそれに縛られる

✓ 既にある規定を変更するには一定のプロセスが必要

✓ 退職金規定がない場合、慣例が判断基準になる

【規定例】

退職金の本体部分を少なく、功労加算を多く規定
第00条（退職慰労金）

在職中特に功労があった者で、特別の配慮をはらう必要があると会社が認めた者に対しては、退職慰労金を支給することがある。
退職慰労金の額についてはその都度定める。

第00条（調整）

特別の事情により、退職金を加算調整または減算調整する必要がある場合には、勤続年数その他に応じこれを行うことがある。

支払時期に幅を持たせる
第00条（支払の時期および方法）

1 退職金は退職後6か月以内に支給する。ただし、支給額が多額になる場合、または一時に多数の退職者があった場合には、
これを分割して支給することがある。

2 退職金は通貨で支給する。ただし、従業員の同意があるときは口座振込または金融機関振出小切手によって支給することが
できる。
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労働条件を変更するときのルール
労働者と使用者が合意をすれば、労働契約を変更できます。ただし、合意による変更の場合でも、就業規
則に定める労働条件よりも下回ることはできません。

使用者が一方的に就業規則を変更しても、労働者の不利益に労働条件を変更することはできません。なお、
就業規則によって労働条件を変更する場合には、(1)内容が合理的であることと、(2)労働者に周知させる
ことが必要です。

労働調査会「労働関係法のポイント」より
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事例6.固定残業代を支払っているが未払残業代を請求された

■残業代を見込み額で支払ったつもりでは大きなリスクがある
✓ 何時間分でいくらになるか明示する

✓ 固定残業代部分とそれ以外の賃金を区分する

✓ 差額の精算等の運用をしっかり行う

■固定残業であっても時間管理は必要

【規定例】
第○条（職務手当）

1一定の役職にある社員に対して職務手当を支給する。

2本条に定める職務手当は、賃金規程第○条に規定する残業手当として支給することとし、同条により計算された○時間分の残業
手当相当分を支給する。

3前項に規定された残業時間を超過して残業をおこなった場合には、その超過した残業時間について、賃金規程第○条の規定によ
り計算し、支払うこととする。

リスクのある例
× 「残業代相当分として職務手当を支払う」

× 「基本給の中には時間外賃金相当額を含むものとする」

× 「○○（職種等）については年棒制とし、年棒の1/16を毎月支払う」
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事例7.従業員のインターネットへの不適切な投稿を規制したい
■就業規則で包括的に規定し、ガイドライン作成が望ましい
【規定例】

第00条（ソーシャルメディアの利用）
１ 従業員は、ブログ、日記、ツイッター、フェイスブック等のソーシャルメディアを利用して情報発信を行う場合には、次の各
号に掲げる事項を遵守しなければならない。
（１）当社の従業員として自覚と責任を持った発信を行うこと
（２）法令及び就業規則に定める服務、情報管理規定等を遵守すること
（３）基本的人権、肖像権、プライバシー権、著作権等に関して充分留意すること
（４）職務上知り得た秘密や個人情報の取扱いに充分注意すること
（５）公序良俗に反する情報発信をしないよう十分留意すること
（６）取り扱う情報は信頼性を確保し、正確に記述するとともに、その内容について誤解を招かないよう留意すること
（７）意図せずして自らが発信した情報により他者を傷つけたり、誤解を生じさせたりした場合には、速やかに会社及び各関係者
に報告すること
２ 従業員は、ソーシャルメディアを利用して情報発信を行う際、次の各号に掲げる情報を発信してはならない。
（１）業務上で得た技術上の情報、営業上の情報、ノウハウ等の流出
（２）会社内外の未確認な情報の流出
（３）事実でない噂の流布
（４）会社の契約関係や従業員情報の流出
（５）顧客、取引関係先に関する情報
（６）社会通念上から逸脱したモラルに欠ける書き込み
（７）著しく会社の名誉を損なうような書き込み
（８）顧客や他の従業員、取引関係先に不快感を与えるような書き込み
（９）就業規則、個人情報保護法その他の関係法令に違反する書き込み
（10）他人及び他の法人の権利を侵害する書き込み
３ 前項に掲げる禁止事項に該当する事実が認められた場合には、懲戒処分を行う。
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パワーハラスメント対策
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パワーハラスメント対策
「パワーハラスメント対策」については、改正労働施策総合推進法（令和元年６月５日公布）の規定によ
り、大企業は令和2年6月1日から、中小企業は令和4年4月1日から義務化されています。

〈パワーハラスメント対策の義務化〉

大企業：令和２年６月１日～

中小企業：令和４年４月１日～
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職場におけるパワーハラスメントの３要素

職場におけるパワーハラスメントの
３要素

具体的な内容

① 優越的な関係を背景とした言動
当該事業主の業務を遂行するに当たって、当該言動を受
ける労働者が行為者に対して抵抗又は拒絶することがで
きない蓋然性が高い関係を背景として行われるもの

② 業務上必要かつ
 相当な範囲を超えた言動

社会通念に照らし、当該言動が明らかに当該事業主の業
務上必要性がない、又は態様が相当でないもの

③ 労働者の就業環境が害される

当該言動により、労働者が身体的又は精神的に苦痛を与
えられ、労働者の就業環境が不快になったため、能力の
発揮に重大な悪影響が生じる等当該労働者が就業する上
で看過できない程度の支障が生じること
この判断に当たっては、「平均的な労働者の感じ方」、
すなわち、同様の状況で当該言動を受けた場合に、社会
一般の労働者が、就業する上で看過できない程度の支障
が生じたと感じるような言動であるかどうかを基準とす
ることが適当
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職場と労働者の対象範囲
「職場」と「労働者」の範囲について、確認します。

「職場」とは

「労働者」とは

正規雇用労働者のみならず、パートタイム労働者、契約社員などいわゆる非正規雇用労働者を含む、雇用
する全ての労働者をいいます。 

また、派遣労働者については、派遣元事業主のみならず、労働者派遣の役務の提供を受ける者 （派遣先
事業主）も、自ら雇用する労働者に該当します。

事業主が雇用する労働者が業務を遂行する場所を指し、労働者が通常就業している場所以外 の場所で
あっても、労働者が業務を遂行する場所であれば、「職場」に含まれます。
 勤務時間外の「懇親の場」、社員寮や通勤中などであっても、実質職務の延長と考えられるものは「職
場」に該当する可能性があります。
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相談事例（１）

■ 業務外の酒席で上司が飲酒を促すこと
若手社員の中には、業務外での取引先や関係者との酒席で、先方からの勧めであっても飲酒を避ける

者が見られます。

相手の体質や体調・意向を無視して飲酒を強要することがパワーハラスメントになることは認識して
いますが、業務外の酒席において、上司から「せっかくだから」と促すこともハラスメントとなるので
しょうか。

【ポイント】

・労働者が通常就業している場所以外の場所であっても、当該労働者が業務を遂行する場所については
「職場」に含まれる。

・業務外であったとしても、業務の遂行に関連して開催された酒席における言動は慎重に行うべき。

・部下が酒に弱い体質であることを認識していたか否か、自由意思に委ねる形なのか断り難い状況なの
か、前後の文脈も含めて判断される。

→個別具体的な事情によってはパワハラに該当する。
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相談事例（２）

■ インターンシップに対するパワーハラスメント
インターンシップに参加している学生に対して高圧的な言動をとる社員がいます。別の社員から「パ
ワーハラスメントではないかと不安に思う」との指摘があったため、人事部から本人に注意をしました
が「社会や仕事の厳しさを教えるため、あえて厳しく指導している」との返答で、態度を改める様子が
ありません。このように、インターンシップの学生に対する言動でも、自社の社員と同じように対応し
なければ会社はハラスメント防止措置義務違反を問われるのでしょうか。

【ポイント】

・インターンに限らず、派遣社員・業務委託をしているフリーランス等に対するパワーハラスメントも
問題となる。

・改正労働施策総合推進法（R2.6.1施行）で定められたパワーハラスメント防止に関する措置義務は、
自社の労働者以外の関係者に対するパワーハラスメントは対象となっていない。もっとも、措置義務に
違反しないとしても、加害者には不法行為に基づく損害賠償責任（民法709条、710条）当該社員を雇
用している企業においては使用者責任（民法715条）が問題となる。

→企業外の関係者に対するハラスメントは、ハラスメント防止措置の義務違反
には問われないが、損害賠償責任を問われる可能性がある。
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相談事例（３）

■ 上司が業務手順を教えず、部下からの質問を拒絶するように振る舞う
ある若手社員から、「職場の上司が仕事に関する手順をほとんど教えてくれず、教えてくれる場合でも説
明が速すぎてついていけない。分からない点を質問しても、嫌な顔をして拒絶するように振る舞われる」
との相談を受けました。また、本人が同上司に仕事の手順を確認しても、素っ気ない態度であしらわれる
一方、ミスを起こせば注意・叱責されてしまうとのことです。こうした上司の対応はパワーハラスメント
に当たるのでしょうか。

【ポイント】

・部下に適切な業務指導を行っていない点は、確かに業務を遂行する手段として適当とは言い難く、ま
た若手社員にとって不愉快な言動であると思われるが、この事実のみを以て直ちにパワーハラスメント
と判断されることは少ないと考えられる。

・もっとも、その目的、経緯や「ミスに対しては注意・叱責を行う」という点の注意叱責の態様、その
回数・時間等によっては、パワーハラスメントに該当する可能性がある。

→認定された事実（①部下に適切な業務指導を行っていない②ミスに対しては
注意・叱責を行う）をパワハラの定義３要素にあてはめる。上司の言動に合理
的理由がない場合や、それにもかかわらずミスに対して繰り返し厳しく注意・
叱責を行っているような場合は、パワハラに該当する可能性もある。
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代表的な類型 該当すると考えられる例 該当しないと考えられる例

(1)身体的な
攻撃（暴行・
傷害）

① 殴打、足蹴りを行う
② 相手に物を投げつける

① 誤ってぶつかる

(2)精神的な
攻撃（脅迫・
名誉毀損・侮
辱・ひどい暴
言）

① 人格を否定するような言動を行う。相手の性的指
向・性自認に関する侮辱的な言動を含む。
② 業務の遂行に関する必要以上に長時間にわたる厳
しい叱責を繰り返し行う
③ 他の労働者の面前における大声での威圧的な叱責
を繰り返し行う
④ 相手の能力を否定し、罵倒するような内容の電子
メール等を当該相手を含む複数の労働者宛てに送信

① 遅刻など社会的ルールを欠いた言動が
見られ、再三注意してもそれが改善されな
い労働者に対して一定程度強く注意
② その企業の業務の内容や性質等に照ら
して重大な問題行動を行った労働者に対し
て、一定程度強く注意

(3)人間関係か
らの切り離し
（隔離・仲間
外し・無視）

① 自身の意に沿わない労働者に対して、仕事を外し、
長期間にわたり、別室に隔離したり、自宅研修させた
りする
② 一人の労働者に対して同僚が集団で無視をし、職
場で孤立させる

① 新規に採用した労働者を育成するため
に短期間集中的に別室で研修等の教育を実
施する
② 懲戒規定に基づき処分を受けた労働者
に対し、通常の業務に復帰させるために、
その前に、一時的に別室で必要な研修を受
けさせる

職場におけるパワーハラスメントの６類型（１）
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代表的な類型 該当すると考えられる例 該当しないと考えられる例

(4)過大な要求（業務上
明らかに不要なことや遂
行不可能なことの強制・
仕事の妨害）

① 長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う過酷な環
境下での勤務に直接関係のない作業を命ずる
② 新卒採用者に対し、必要な教育を行わないま
ま到底対応できないレベルの業績目標を課し、達
成できなかったことに対し厳しく叱責する
③ 労働者に業務とは関係のない私的な雑用の処
理を強制的に行わせる

① 労働者を育成するために現状より
も少し高いレベルの業務を任せる
② 業務の繁忙期に、業務上の必要性
から、当該業務の担当者に通常時より
も一定程度多い業務の処理を任せる

(5)過少な要求（業務上
の合理性なく能力や経験
とかけ離れた程度の低い
仕事を命じることや仕事
を与えないこと）

① 管理職である労働者を退職させるため、誰で
も遂行可能な業務を行わせる
② 気にいらない労働者に対して嫌がらせのため
に仕事を与えない

① 労働者の能力に応じて、一定程度
業務内容や業務量を軽減する

(6)個の侵害（私的なこ
とに過度に立ち入るこ
と）

① 労働者を職場外でも継続的に監視したり、私
物の写真撮影をしたりする
② 労働者の性的指向・性自認や病歴、不妊治療
等の機微な個人情報について、当該労働者の了解
を得ずに他の労働者に暴露する

① 労働者への配慮を目的として、労
働者の家族の状況等についてヒアリン
グを行う
② 労働者の了解を得て、当該労働者
の機微な個人情報（左記）について、
必要な範囲で人事労務部門の担当者に
伝達し、配慮を促す

職場におけるパワーハラスメントの６類型（２）
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■事案の概要

従業員Xが、社内で同僚への誹謗中傷を行っていた為、人事課長含む担当者が面談を実施した。その後、
Xは同社の取締役に対し、「フォトニクスビジネスユニットでサンプルの不正出荷をしている人がいる」
「準社員や社員の中には、人事担当者をドスで刺すという発言をしている人がいる」などと述べた。取締
役は、「会社の施策は会社と組合が協議した内容で進めているものであり、個人的な見解ではない」など
の返答をした後、人事課長に対し、上記内容を伝えたうえ、「不適切な内容なのでよく話を聞いて注意し
ておくように」などと述べた。人事課長は、他の担当者と共にXとの本件面談を実施した。その際、Xが
終始ふて腐れたような態度を示し、横を向くなど不遜な態度を取り続けたこと等から人事課長が感情的大
声で以下のような発言をした。

（Xが裁判所に訴えると述べたことに対して）「正義心か何か変な正義心か知らないけども、会社のや
ることを妨害して何が楽しいんだ。あなたはよかれと思ってやっているかもわからんけども、大変な迷惑
だ、会社にとっては。そのことがわからんのか。」
（Xが誹謗中傷の事実を否定したことに対して）「自分は面白半分でやっているかもわからんけど、名

誉毀損の犯罪なんだぞ。」
「…あなたは自分のやったことに対して、まったく反省の色もない。微塵もないじゃないですか。
会社としてはあなたのやった行為に対して何らかの処分をせざるをえない」
「…全体の秩序を乱すような者は要らん。うちは。一切いらん」
「…何が監督署だ、何が裁判所だ。自分がやっていることを隠しておいて、何が裁判所だ。
とぼけんなよ、本当に。俺は、絶対許さんぞ。」

裁判例分析１（１） 三洋電機コンシューマエレクトロニクス事件（広島高裁松江支部平成21年5月22日判決）
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裁判例分析１（２）

【判定】
パワーハラスメントに該当

従業員として不相当な行為であるから注意、指導する必要があると考えたことによるものであり、企業
の人事担当者が問題行動を起こした従業員に対する適切な注意、指導のために行った面談であって、その
目的は正当である。

人事課長が感情的になってXの人間性を否定するような表現を用いて叱責したのは、Ｘが面談時に不遜
な態度を取り続けたことが起因していると考えられ、Ｘの言動に誘発された面があるとはいっても、やは
り、会社の人事担当者が面談に際して取る行動としては不適切であって、慰謝料支払義務を免れない。

三洋電機コンシューマエレクトロニクス事件（広島高裁松江支部平成21年5月22日判決）
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■事案の概要

Xは、A保険株式会社のサービスセンターで課長代理という立場で勤務していたが

処理件数が少なく、その職場の上司Yからすれば、Xには業務に対する熱意が感じられなかった。

そのため、Yは、Xとその職場の同僚に対し、以下のようなメールを送った。この部分は、赤文字で、
ポイントの大きな文字であった。

「意欲がない、やる気がないなら、会社を辞めるべきだと思います。当ＳＣにとっても、会社にとって
も損失そのものです。」

「あなたの給料で業務職が何人雇えると思いますか。あなたの仕事なら業務職でも数倍の実績を挙げま
すよ。

……これ以上、当ＳＣに迷惑をかけないで下さい」

裁判例分析２（１） A保険会社事件（東京高裁平成17年4月20日判決）
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裁判例分析２（２）

【判定】

不法行為（名誉毀損）に該当

／パワーハラスメントではないが違法

本件メールの内容は、職場の上司であるＹがＸに対し、課長代理という地位に見合った処理件数に到達
するよう励ますことが窺えないわけではなく、Yにパワーハラスメントの意図があったとまでは認められ
ない。
退職勧告とも、会社にとって不必要な人間であるとも受け取られるおそれのある表現が盛り込まれてお

り、これがＸ本人のみならず同じ職場の従業員十数名にも送信されている。

それ自体は的を得ている面がないではないにしても、人の気持ちを逆撫でする侮辱的言辞と受け取られ
ても仕方のない記載などの他の部分ともあいまって、Ｘの名誉感情をいたずらに毀損するものであること
は明らかであり、上記送信目的が正当であったとしても、その表現において許容限度を超え、著しく相当
性を欠くものであって、Ｘに対する不法行為を構成する。

A保険会社事件（東京高裁平成17年4月20日判決）
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■事案の概要

 新入職員Xは、パソコンに関する実務経験がなかったことから試用期間を３か月とし、月に１回面接
を行うこととされていたが、入職直後から誤入力など事務処理上のミスや事務の不手際が多かった。具体
的には次のようなものであった。

・健康診断問診票の記載内容を、コンピューターに入力する際のミス ・計測結果の入力ミス ・受診者
の住所入力不備により検査結果通知が返戻された。 ・ゴム印押印、用紙封入の失念 ・順路案内表の記
載ミス ・聴力検査における左右逆の計測 ・職員ＡやＢが電話中であったり受診者と対応中であっても、
「何をすれば良いですか？」と話しかけることがあった。 ・病歴整理をする際の整理番号書き間違
え ・病院外ないし病院内よりの電話への対応における不備（企業名や氏名等を聞き間違えたり、相手先
の住所や電話番号を聞き忘れたり、Ｘが書いたメモをＸ自身が読めずに伝言内容が不明であったりしたた
め、苦情が寄せられたことがあった。）

これらに対し、次のような指摘をした。

「ミスが非常に多い」「仕事は簡単なものを渡してペースを抑えているのに、このままミスが減らないよ
うでは健康管理室の業務を続けるのは難しい」「遅いのは問題ではないからミスのないように何度も
チェックするなど正確にしてもらいたい」「分からなければ分かったふりをせずに何度でも確認をしてほ
しい」「先に入った派遣事務はすでに会計等の研修も始めているが、Xにはまだ任せられない」「仕事を
覚えようとの意欲が感じられない」「仕事に関して質問を受けたことがない」「学習してほしい」「ス
タッフが電話対応や受診者対応をしているのに、何かやることはないかと話しかけるなど周りの空気が読
めていない」「周りも働きやすいよう配慮しているからXもその努力をすべき」「頼んだ仕事がどこまで
終わったのかを報告せずに帰宅するというのは改善すべき」 「将来はパートや派遣に業務の指示だしを
する立場になってほしい」

裁判例分析３（１） 医療法人財団健和会（東京地裁平成21年10月15日判決）
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裁判例分析３（２）

【判定】
パワーハラスメントには該当しない（指導教育）

Ｘの事務処理上のミスや事務の不手際は、いずれも、正確性を要請される医療機関においては見過ごせ
ないものであり、これに対するＡ又はＢによる都度の注意・指導は、必要かつ的確なものである。
一般に医療事故は単純ミスがその原因の大きな部分を占めることは顕著な事実であり、単純ミスを繰り返
すＸに対して、時には厳しい指摘・指導や物言いをしたことが伺われるが、それは生命・健康を預かる職
場の管理職が医療現場において当然になすべき業務上の指示の範囲内にとどまる。

医療法人財団健和会（東京地裁平成21年10月15日判決）
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●職場の業職場の業務を円滑に進めるために、管理職には一定の権限が与えられています。
●業務上必要な指示・指導などもその一つです。

職場のパワーハラスメントについて考える

管理職の権限

判断の例
だからお前とは仕事を
したくないんだ！
噂どおり役立たずだな！
仕事しなくていいから
帰って寝てろ！

俺はがっかりし
ている
何やってるんだ
と言いたくなる

パワーハラスメントに
該当する恐れがある

パワーハラスメントに該当
しない
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行為者にならないために
自分の常識と相手の常識は異なることを強く認識する

世代間の価値観やジェンダー、国籍、宗教等、これまで過ごしてきた環境によって何を正しいと思うのか
は千差万別です。
「自分にとっての当たり前が相手にとっては当たり前とは限らない」
「自分の考え＝正解、ではない」ことを理解することが重要です。

「だろう」判断から「かもしれない」判断へ

「だろう」という考え方は一方的な認識であり、リスクが高い考え方です。
「かもしれない」と相手の認識を改めて考えることで、ハラスメントでありがちな
「相手も合意のうえだと思っていた」「そんなつもりはなかった」といった事態を未然に防ぐことができ
ます。

わかってくれるだろう わかってくれないかもしれない 改めて確認しよう

許されるだろう 許されないかもしれない あらかじめ承諾を得ておこう
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被害者にならないために

相談窓口を確認しておく

誰にどのように相談するかをあらかじめ確認し
ておき、いざというときに素早い対応ができるよ
うにしておく。

自分の力では解決できない問題が生じた時には
相談窓口（※）を活用する。

（※）相談窓口の設置も義務化されます。

STEP1 状況を客観的に伝える

•事実を簡潔に伝える

STEP2 相手の話を受け止める・反応する

•①最後まで話を聞き、

相手の話に反応する

•②相手の感情や話を理解する

STEP3 自分の考えを伝える

•①考えを明確にし、

相手に合わせて伝える

•②単刀直入に分かりやすく伝える

STEP4 論点を確認し、解決策を導き出す

どちらが「正しい」「良い・悪い」を決めつけ
ず、相手の状況や心情を理解したうえで、自分の
気持ちを正直に伝えることが大切です。

伝える力を身につける
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パワーハラスメントの予防について

パワハラなどハラスメントの予防のために、
誰しもが取り組めること

①「礼儀正しく」あるということ（職場の雰囲気を変えていく）

最も簡単な方法の例：今日から丁寧に話す（例：「さん」を付ける、敬語を使う）

②ハラスメントの問題に関心を持ち、研修等の機会を積極的に活用すること

③パワハラを見聞きした際、見て見ぬふりをしないということ

（上司や相談窓口へ通報）



企業の取組事例や、裁判例等を紹介する
ハラスメント対策の総合情報サイトです。

是非ご活用ください！

職場におけるハラスメント対策の総合情報サイト
「あかるい職場応援団」

職場のハラスメントに関する基礎情報やハラスメントに悩む方向けの相談窓口情
報等を掲載しています。ぜひ参考にしてください。

パンフレットや研修用資料など、ダウンロード資料も充実しています。
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法改正情報
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法改正情報
令和6年7月時点で、医療機関にとって重要と思われる制度の概要です。

項目名 規則の概要
中小企業規模の

医療機関
それ以外の
医療機関

労働条件の明示事項
就業場所・業務の「変更の範囲」、有期労働契
約の「更新の有無」及び「更新の上限」等を労
働者に明示すべき事項として追加

R6.4.1から適用

適用猶予業種（医師含む）
の時間外労働の上限規制

時間外労働の上限規制を導入 R6.4.1から適用

社会保険適用拡大

短時間労働者の適用拡大に関する規模要件が被
保険者数50人超の事業所に拡大
□週20時間以上勤務
□報酬月額88,000円以上
□雇用期間2か月以上
□昼間学生ではない

R6.10.1から適用 （既に適用あり）

育児・介護休業法
・柔軟働き方を実現するための措置の義務化
・残業免除の対象者拡大
・子の看護休暇の対象者、取得事由の拡大 等

R7.4.1から段階的に適用

雇用保険適用拡大
被保険者要件である労働時間を「週10時間以
上」へ緩和

R10.10.1から適用
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参考資料



厚生労働省のHPにモデル労働条件通知書が掲載されておりますのでご活用ください。
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/meiji/dl/h241026-2-betten.pdf

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/meiji/dl/h241026-2-betten.pdf
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